
○いわき市復興交付金事業計画（第3次申請分）　事業一覧

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 計

1 C-7-1 小名浜地域水産業施設復興整備事業 2,716,827 2,716,827 1,867,818 1,867,818

　市内６魚市場全体の半数以上の水産物取扱量を誇る小名浜魚市場
について、本市の水産業の拠点施設として、施設の集約化、及び衛
生面の強化を図るとともに、超低温の冷蔵機能を備えた鮮度保持施
設等を一体的に整備することにより、水揚げから出荷に至るまでの
すべての過程において、衛生管理の強化、作業の効率化、さらには
品質管理の高度化等を図る。
　また、これら施設の整備と併せて、隣接する観光物産センターや
アクアマリンふくしまなどと連携し、魚市場での入札や水揚げ風景
の見学など、魚市場と観光施設が一体となった取組みを行うことに
より、小名浜地域はもとより本市全体の賑わいの創出を図る。

2 D-4-6 災害公営住宅整備事業（平作町） 87,837 87,837 76,857 76,857

3 D-4-7 災害公営住宅整備事業（小名浜） 1,181,347 1,181,347 1,033,678 1,033,678

4 D-4-8 災害公営住宅整備事業（岩間） 488,347 488,347 427,303 427,303

5 D-4-9 災害公営住宅整備事業（錦） 521,347 521,347 456,178 456,178

6 D-4-10 災害公営住宅整備事業（関田） 399,847 399,847 349,866 349,866

7 D-4-11 災害公営住宅整備事業（常磐） 333,379 303,748 637,127 291,706 265,779 557,485

8 D-14-1
造成宅地滑動崩落緊急対策事業
（西郷町忠多）

274,884 274,884 206,163 206,163

9 D-14-2
造成宅地滑動崩落緊急対策事業
（泉もえぎ台）

787,785 787,785 590,838 590,838

10 D-20-2
都市防災総合推進事業
（防災まちづくり計画策定支援事業）

78,750 78,750 59,062 59,062

　東日本大震災における被災状況や災害対応実態の分析により、災
害対策の課題を整理するとともに、自然条件や社会条件の評価・検
証、さらに今後起こりうる地震・津波その他災害等による被害状況
を予測する災害アセスメント調査を実施し、災害に強いまちづくり
を推進するため基礎資料を作成し、津波被害を受けた沿岸部におい
ては、防災･減災対策を強化するための施設整備計画等を策定す
る。

11 D-23-4
走出防災集団移転促進事業
（事業計画策定）

6,500 6,500 4,875 4,875

12 D-23-5
走出防災集団移転促進事業
（本体分）

30,900 211,361 242,261 27,037 184,940 211,977

13 ◆D-4-6-1
災害公営住宅整備事業
（既存建築物解体）

76,396 76,396 61,116 61,116
　災害公営住宅（作町）を整備するに当たり、建設予定地に存在す
る既存建築物を解体する。

14 ★F-3 市街地復興効果促進事業 7,480 42,272 49,752 5,984 33,817 39,801

　市町村の自由な事業実施による被災地の市街地再生を加速するた
め、防災集団移転促進事業、都市再生区画整理事業、津波復興拠点
整備事業の第一次、第二次配分決定額の20％分について一括配分さ
れたもの。

3,212,130 4,336,877 0 0 7,549,007 2,793,662 3,149,355 0 0 5,943,017

　津波により甚大な面的被害を受けた地域において、今後、住民の
居住に適当でないと認められる区域を移転促進区域として指定し、
津波による被害を受ける危険性の低い場所の造成を行い、移転先用
地として整備したうえで、移転促進区域内の住居の集団移転を促進
する。

交付可能額

交付金
備考

交付対象事業費

　災害により住宅を失い個人で住宅を再建することが困難な被災者
に対し安定した生活を確保してもらうために、災害公営住宅を整備
する。

　地盤の滑動崩落等により被害を受けた造成宅地の復旧及び二次災
害を防止するための滑動崩落防止の対策工事を緊急に行う。

合計

事業名№

（単位：千円）
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